2.4　国内製造業の変化
1990年代以降、日本の製造業は大きく変化した。ベルリンの壁が崩壊したこの時期、経済は国際化に向かって一気に雪崩をうったように進んだ。当然ながら製造業にもその波は襲ってきた。従来の日本製造業は、フルセット型産業構造という形で研究・開発、素形材から量産組立までのすべてを国内に立地させ、一貫した生産を行うことが可能であった。世界経済の中でも日本は、量産品の生産を可能にする低賃金労働が地方部を中心として残存し、他方で国際競争力を持つ研究・開発が三大都市圏を中心として集積していた。しかし経済の国際化は、生産の海外展開を進めた。特に低賃金が有利になる量産組立は、いち早く海外へ流出し、いわゆる産業の「空洞化」が叫ばれる様になった。そしてアジアや旧社会主義国の急激な経済成長により、日本のモノづくりの要である基盤的技術の移転も始まったのである。これを一橋大学の関満博は、「歯槽膿漏的な崩壊」[footnoteRef:1]と評したのである。こうして日本の製造業は大きな変化を迎えることとなった。 [1:  関満博は、東京都大田区を事例にして、「日本産業発展のための「支持基盤」といわれ、「公共財」といわれた大田区の膨大な数の中小零細工場による高密度な工業集積」の漸次的な崩壊を「歯槽膿漏的な崩壊」と呼んでいる。（関満博（1993）『フルセット型産業構造を超えて』中公新書、p.92）] 


2.5　日本製造業が「空洞化」したという意味
「歯槽膿漏的」な空洞化は、単に量産組立の工場だけではなく、素形材産業を始めとする基盤的技術も海外移転を進めたことが重要である。基盤的技術の担い手は、多くが中小企業である。すなわち製造業に関わる中小企業の減少が日本製造業の空洞化と密接に関わっていると考えられるのである。実際に1991年以降の製造業事業所数を見てみると、全事業所数に比べて減少率が高い。1991年から2006年の間に全事業所数が12.6％減少したのに対して、製造業事業所数は39.9％もの現象を経験した。すなわち統計から製造業事業所数は、1994年以降は一貫して全事業所数よりも多い割合で事業所が減少してきたことが示されている。加えて廃業率は1990年代以降、開業率を上回ってきた。この数値は全事業所数についての統計であるが、製造業事業数の大幅な減少から、当該製造業事業所の廃業率が開業率を一貫して上回っていることと関係があると考えてよいだろう。すなわち国内製造業の空洞化は、1990年を境界として製造業事業所の減少という形で、日本国内において間違いなく進んできたことを裏付けていると言えよう。
[image: ]図表2.4　日本の事業所と製造業事業所の変化
出所）『工業統計表』、『事業所・企業統計調査』より作成。
それでは日本の製造業は、日本の基幹産業としても空洞化したのであろうか。日本経済の根幹を支えてきている製造業が強力に持ってきた雇用は、1992年には1115万人であったのが、2008年には836万人にまで減少した。この間に失われた製造業による雇用は、約280万人にも上る。2010年12月の完全失業者
数が298万人であることから[footnoteRef:2]、この間に喪失した雇用がいかに大きいかが分かる。すなわち雇用という側面では製造業は1990年以降、今日に至るまで空洞化が進んできたのである。 [2:  総務省「労働力調査」平成22年12月の基本集計速報による。] 

図表2.5　日本製造業の雇用・製造品出荷額、付加価値額の推移
出所）『工業統計表』より作成。[image: ]
一方、製造業のアウトプットである製造品出荷額を見てみると、1992年には329兆円であったものが、2008年には335兆円とむしろ増えている。この背景には工場等制限法の廃止や大都市圏を中心とするFPDなどの工場の国内回帰による生産増加等が要因として考えられる。しかしながら、そこで生まれた製造業の付加価値額が1992年には121兆円あったものが、2008年には101兆円と20兆円も減っていることから、製造品出出荷額が増えたからと言って、一概に評価できることではできない。製造品出荷額が増えたにもかかわらず、付加価値額が減少していることは、工業製品一単位当たりの付加価値額の低下を意味している。すなわち、日本の工業製品が持つ価値の低下が著しく、生産を増やしても製造業の発展、引いては日本経済の成長に結びついていない実態を示しているのである。
製造業において付加価値額が20兆円減ったということは、従来の日本経済を維持するためにはサービス産業をはじめとする諸産業によって、同様の付加価値を生み出さなければならない。サービス産業を含む非製造業の付加価値額の変化を見てみると、1993年から2009年までの間に15兆7000億円余りの付加価値額の増加が見られた。これはサービス経済化の進展に伴う付加価値の増加と考えられる。しかし、依然として製造業で減少した付加価値額との間には4兆3000億円余りの不足がある。この部分が日本経済の停滞を招いている日本製造業の空洞化の証左であると考えられる。

2.6　地域からみた製造業の空洞化
製造業の空洞化はマクロに見ると日本経済における産業空洞化となる。この日本経済にとっての産業空洞化は、地域経済での産業空洞化でもある。従来、企業誘致は製造業を振興する上で有力な手段として用いられてきた。1990年前後までの産業立地も国土計画と相まって、テクノポリスのような産業立地政策によって、地方部へ工場を新規立地させる政策が展開されてきた。ところが前述のような経済のグローバル化に伴う企業の海外展開により、高賃金な国内地方部よりもより低賃金な労働力を容易に得られるアジアや中国などの海外へ進出していったのである。
もちろん高品質なものや精密部品など日本が強みを持つ分野では、依然として国内へ立地する企業があることは事実である。図表2.6からも明らかなように、2000年代半ばにわが国では工場の「国内回帰論」が台頭した。シャープの亀山工場や堺工場、パナソニックの尼崎工場等の相次ぐ新設は、工場の国内回帰を示す典型的な事例である。それにもかかわらず日本製造業の空洞化に歯止めはかかっていない。とりわけ大規模工場の新設にも関わらず、製造業に関わる雇用の減少は顕著なものがある。この最大の要因は、生産ラインの自動化である。生産ラインを自動化すると省人化が進み、工場の従業員が少なくなるという傾向を持つ。また工場新設を行った企業は、生産技術をブラックボックス化するために生産ラインを自動化するとともに、ラインに関わる従業員を限定するようになっている。そのために工場の新設件数が増えても、雇用増加やスキルアップにつながらない。むしろ既存企業の雇用減少が新規雇用を相殺し、結果として日本製造業における雇用や技術を空洞化させているのである。
図表2.6　全国の地域別工場立地件数の変化（1994年～2009年）
[image: ]
出所）『工場立地動向調査』より作成。
リーマンショックによる金融危機の影響は、日本製造業に大きかった。かかる問題を発生させた産業空洞化をどのように認識し、グローバルな企業展開をいかに考えて行くのかが次世代に問われている。
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